様式第１号

　　年　　月　　日

一般競争入札参加資格審査申請書

　美馬市長　様

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注）電子入札システムを使用して本票を提出する場合には、押印は不要とする。

　次の調達案件に係る入札参加資格について審査されたく、書類を添えて申請します。

　１　整理番号　　環境委１

　２　委託業務名　　令和８年度吉野川浄園解体撤去工事に係る調査及び設計委託業務

　３　委託業務期間　　契約締結日から令和９年３月１２日まで

　４　添付書類
様式第２号
入札参加資格確認票
　　年　　月　　日
　美馬市長　様

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

注）電子入札システムを使用して本票を提出する場合には、押印は不要とする。

　１　整理番号　　環境委１

　２　委託業務名　　令和８年度吉野川浄園解体撤去工事に係る調査及び設計委託業務

　３　委託業務箇所　　美馬市穴吹町三島字小島1301番地
　現時点において、上記委託業務の入札公告及び入札後審査方式一般競争入札（価格競争）の共通事項の「３　入札に参加する者に必要な資格」に定められた事項のうち、次の全ての事項に該当し、入札参加資格を有していることを届け出ます。
　なお、落札決定までの間において、届出内容に変更が生じた場合には、遅滞なくその旨を届け出ることを誓約します。
　①　地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。
　②　入札公告日から開札日までの間に、美馬市建設業者等入札参加資格停止措置要綱（平成17年美馬市告示第62号）に基づく入札参加資格停止となっていない者であること。
　③　入札公告日から開札日までの間に、美馬市の締結する契約からの暴力団排除措置要綱（平成23年美馬市告示第41号）に基づき暴力団関係者であるとの認定を受け、契約排除措置中の者でないこと。
　④　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、会社更生法に基づく更生手続又は民事再生法に基づく再生手続の開始申立てによる手続開始決定日以降に市の入札参加資格に係る再審査を受けており、更生計画の認可が決定した者又は再生計画の認可の決定が確定した者については、当該申立てがなされていない者とみなす。
　⑤　手形又は小切手の不渡り等により銀行取引が停止されていない者であること。
様式第３号
整理番号：環境委１
入札参加資格確認申出書

（業務の履行実績）

営業所の所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　

	業　　務　　実　　績

	業　務　名
	発　注　者
	受　注
形　態
	業務の概要

	
	
	
	業務箇所及び内容
	履行期間

	１
	
	
	単独
・
共同企業体
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	２
	
	
	単独
・
共同企業体
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	３
	
	
	単独
・
共同企業体
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	○備考
１　「業務実績」欄は、入札公告の「３　入札に参加する者に必要な資格」の（４）に規定する業務に係る履行実績について、最大３件まで記載すること。

２　「業務の概要」欄は、業務地域、数量、請負金額その他業務概要を確認する上で必要な事項について記載すること。

３　落札候補者決定後に提出する確認資料は、本様式に記載した建設コンサルタント登録規程及び建築士法の登録が明確にわかる資料（登録証の写し）、「同種業務の履行実績」が明確にわかる資料（業務請負契約書の写し、業務完了承認書の写し、一般財団法人日本建設情報総合センターが発行する登録内容確認書（業務実績）の写しその他の業務実績が確認できる資料）を提出すること。


様式第４号
整理番号：環境委１
入札参加資格確認申出書

（管理技術者の資格及び業務経験）

営業所の所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　

	 氏　名：
	生年月日：　　　　　年　　月　　日（　　　歳）

	管理技術者の資格

	所属営業所名：
雇用年月日：（ 　　　　　　　年　　　月　　　日 ）
保有する資格：（　　　　　　　　　　　　　　登録番号：　　　　　　　　　　）

	管理技術者の業務経験　　　実務経験年数：（　　　　　　　年）

	業　務　名
	発　注　者
	業務の概要

	
	
	業務箇所及び内容
	履行期間

	１
	
	
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	２
	
	
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	３
	
	
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	○備考
１　「管理技術者の実務経験」欄の実務経験年数は、資格取得後の年数（月数切捨て）を記載すること。

２　「管理技術者の実務経験」欄は、入札公告の「３　入札に参加する者に必要な資格」の（５）に記載する業務の履行実績について、最大３件まで記載すること。この場合において、入札公告の「３　入札に参加する者に必要な資格」の（４）に規定する業務に係る履行実績との関連性（当該業務において管理技術者又は照査技術者、担当技術者として従事していること）を確認すること。

３　「業務の概要」欄は、業務地域、数量その他業務概要を確認する上で必要な事項について記載すること。

４　落札候補者決定後に提出する確認資料は、本様式に記載した「管理技術者の資格及び業務経験」が明確にわかる資料（資格に係る登録証、証明書の写しその他の管理技術者の資格として記載した資格が確認できる資料及び一般財団法人日本建設情報総合センターが発行する登録内容確認書（業務実績）の写しその他の管理技術者の実務経験として記載した業務における技術者情報が確認できる資料）を提出すること。



様式第５号
整理番号：環境委１

入札参加資格確認申出書

（照査技術者の資格及び業務経験）

営業所の所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　

	 氏　名：
	生年月日：　　　　　年　　月　　日（　　　歳）

	照査技術者の資格

	所属営業所名：
雇用年月日：（ 　　　　　　　年　　　月　　　日 ）
保有する資格：（　一級建築士　登録番号：　　　　　　　　　　）

	照査技術者の業務経験　　　実務経験年数：（　　　　　　　年）

	業　務　名
	発　注　者
	業務の概要

	
	
	業務箇所及び内容
	履行期間

	１
	
	
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	２
	
	
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	３
	
	
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	○備考
１　「照査技術者の実務経験」欄の実務経験年数は、資格取得後の年数（月数切捨て）を記載すること。

２　「照査技術者の実務経験」欄は、入札公告の「３　入札に参加する者に必要な資格」の（６）に記載する業務の履行実績について、最大３件まで記載すること。この場合において、入札公告の「３　入札に参加する者に必要な資格」の（４）に規定する業務に係る履行実績との関連性（当該業務において管理技術者又は照査技術者、担当技術者として従事していること）を確認すること。

３　「業務の概要」欄は、業務地域、数量その他業務概要を確認する上で必要な事項について記載すること。

４　落札候補者決定後に提出する確認資料は、本様式に記載した「照査技術者の資格及び業務経験」が明確にわかる資料（資格に係る登録証、証明書の写しその他の照査技術者の資格として記載した資格が確認できる資料及び一般財団法人日本建設情報総合センターが発行する登録内容確認書（業務実績）の写しその他の照査技術者の実務経験として記載した業務における技術者情報が確認できる資料）を提出すること。



様式第６号
整理番号：環境委１

入札参加資格確認申出書

（担当技術者の資格及び業務経験）

営業所の所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　

	 氏　名：
	生年月日：　　　　　年　　月　　日（　　　歳）

	担当技術者の雇用年月日

	所属営業所名：
雇用年月日：（ 　　　　　　　年　　　月　　　日 ）

	担当技術者の業務経験　　　実務経験年数：（　　　　　　　年）

	業　務　名
	発　注　者
	業務の概要

	
	
	業務箇所及び内容
	履行期間

	１
	
	
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	２
	
	
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	３
	
	
	
	　年　月　日
～
　年　月　日

	○備考
１　「担当技術者の実務経験」欄の実務経験年数は、資格取得後の年数（月数切捨て）を記載すること。

２　「担当技術者の実務経験」欄は、入札公告の「３　入札に参加する者に必要な資格」の（７）に記載する業務の履行実績について、最大３件まで記載すること。

３　「業務の概要」欄は、業務地域、数量その他業務概要を確認する上で必要な事項について記載すること。

４　落札候補者決定後に提出する確認資料は、本様式に記載した「担当技術者の業務経験」が明確にわかる資料（一般財団法人日本建設情報総合センターが発行する登録内容確認書（業務実績）の写しその他の担当技術者の実務経験として記載した業務における技術者情報が確認できる資料）を提出すること。
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